
逗子市介護保険軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付に係る確認方法について 

 

（１）被保険者の状態の確認 

   介護支援専門員は、主治医意見書等を参考とし、被保険者の状態が別紙１に定

める「福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態像（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）」に該当す

る可能性があるかどうか確認をする。 

（２） 医師への照会 

   介護支援専門員は、当該被保険者の状態が別紙１に定める「福祉用具貸与の例

外給付の対象とすべき状態像（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）」に該当するかどうか医師に照会す

る。 

（３） サービス担当者会議の開催 

   （２）において別紙１に定める「福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態

像（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）」に該当するとの所見が示された場合、介護支援専門員は、サ

ービス担当者会議を開催し、適切なケアマネジメントにより福祉用具を貸与する

ことが当該被保険者に対して特に必要であるかどうかを判断する。 

（４） 「軽度者に対する福祉用具貸与（介護予防福祉用具貸与）例外給付確認申請

書（以下「確認申請書」と言う。）」の提出 

   （３）において、福祉用具を貸与することが当該被保険者に対して特に必要で

あると判断した場合、介護支援専門員はサービス担当者会議開催後、速やかに逗

子市長に「確認申請書」を提出する。 

   （サービス担当者会議の開催が何らかの事由により遅れる場合は、市にご相談

ください。） 

（５） 内容の確認 

   逗子市長は、確認申請書の内容が添付書類（居宅（介護予防）サービス計画書、

サービス担当者会議の記録等）により確認できるかどうか下記の判断基準に照ら

し合わせ、その結果を介護支援専門員に通知する。 

 

《 確認の判断基準 》 

確認可 

の判断 

① 居宅（介護予防）サービス計画書に「医師の所見」・「医師氏名」・

「当該福祉用具貸与が特に必要な理由」が記載されていること。 

② サービス担当者会議の記録等に「開催日（照会日・回答日）」・「出

席者（回答者）」「福祉用具貸与の例外給付についての検討内容（照

会内容・回答内容）」が記載されていること。 

③ 別紙１のⅠ）からⅢ）までのいずれかに該当する旨が主治医意見

書、医師の診断書等(主治医連絡票を含む)、医師からの所見を聴

取した記録(聴取日時・方法・内容・医師氏名が必要）に記載さ

れていること。 

※①、②、③の全てが書面で確認できれば、確認可の判断となる。 

確認不可 

の判断 

※上記①、②、③の内、一つでも書面で確認できない場合は、確認

不可の判断となる。 

 

《 確認の有効期間 》 

・貸与開始日→確認申請書（必要な添付書類を全て含む）の提出日 

・貸与終了日→要介護認定又は要支援認定の有効期日の終了日 

 

注 1）ただし、合理的な理由がある場合は例外給付の対象期間を遡ることが可能です。 

注 2）継続して貸与を受けるためには、有効期間が切れる前に（２）、（３）の手続き 

を再度行った上で確認申請書を逗子市長へ提出する必要があります。



別紙１ 

【福祉用具貸与の例外給付の対象とすべき状態像】 

Ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯

によって、頻繁に第 94 号告示第 31 号のイ(※)に該当する者 

 （例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象） 

Ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第 94

号告示第 31 号のイ(※)に該当するに至ることが確実に見込まれる者 

 （例 がん末期の急速な状態悪化） 

Ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回

避等医学的判断から第 94号告示第 31号のイ(※)に該当すると判断でき

る者 

 （例 ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害に

よる誤嚥性肺炎の回避） 

       (※)具体的には別紙２「厚生労働大臣が定める者のイ」を指す。 

 

 

 

 

（留意事項） 

  本市においては「車いす及び車いす付属品」の「日常生活範囲における移動の支

援が特に必要と認められる者」及び「移動用リフト」の「生活環境において段差

の解消が必要と認められる者」に該当する場合、従前と取扱いは変わらず、確認

を受ける必要はないもの



 

 


